
事業区分

低所得者支援

（単位：円）

うち
交付金充当

額

7
物価高対策低所得
世帯等支援給付金
事業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低
所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　1020世帯×30千円、
子ども加算　208人×20千円
事務費　942千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料
等）　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（1020世帯）

長寿福祉課
低所得
者支援

R7.2 R7.9 30,374,927 30,374,927

①成果
　○給付金支給総額　29,810,000円（内繰越分　9,790,000円）
　　・給付901世帯×30千円＋子加算139人×20千円
　○関係事務費　　564,927円（内繰越分 82,101円）
　　・需用費　　 　194,083円（内繰越分　21円）
　　・郵送料　　　 268,872円（内繰越分　48,268円）
　　・手数料 　　　101,972円（内繰越分　33,812円）
②検証
　　エネルギー、食料品価格等の物価高騰に伴う低所得世帯への支援として必要な給付金を支給した。
③目標達成率
　・対象世帯901世帯（うち子加算139人）
　・給付世帯901世帯（うち子加算139人）
　・給付率100％
　・支給額29,810千円

【充当元事業】
物価高騰対策低所得世帯等支
援給付金事業
（非課税世帯への給付及び子
ども加算）
【充当先事業】
R7計画物価高対策低所得世帯
等支援給付金事業（不足額給
付）
充当先の経費：事務費

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低
所得の方々の生活を維持する。
②事務費
③定額減税を補足する給付（うち不足額給付）の対象者
1,270人に係る事務費　　のうちR７計画充当分
事務費　371千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料
等）　人件費　として支出]
④定額減税を補足する給付（うち不足額給付）の対象者数
（1,270人）

長寿福祉課
低所得
者支援

R7.6 R8.1 370,838 370,838

【充当元事業】
物価高騰対策低所得世帯等支
援給付金事業
（非課税世帯への給付及び子
ども加算）
【充当先事業】
R7計画物価高対策低所得世帯
等支援給付金事業（不足額給
付）
充当先の経費：事業費

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低
所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金
③定額減税を補足する給付（うち不足額給付）の対象者
1,270人　(26,250千円）　　のうちR7計画充当分
事業費　4,950千円
④低所得世帯等の定額減税を補足する給付（うち不足額給
付）の対象者数（1,270人）

長寿福祉課
低所得
者支援

R7.6 R8.1 4,950,000 4,950,000

35,695,765 35,695,765

令和7年度　上毛町　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　実施状況及び効果検証(令和６年度繰越分）

事業区分内容

物価高騰の負担感が大きい低所得世帯への負担の軽減を図る事業

事業始期 事業終期
総事業費

（実績額）

               効果検証
 ①成果（具体的に数値等を記載）
 ②検証（事業実施による経済効果等を含む評価を記載）
 ③目標達成率（事業の対象に対する実績）

合計

番号 事業名

事業概要【実施計画書から抜粋】
事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
※金額は予算額

担当課 事業区分

①成果
　○給付金支給総額　26,250,000円（内繰越充当分　4,950,000円）
　　・給付対象者　1,270人
　○関係事務費　　2,150,349円（内繰越充当分 370,838円）
　　・人件費　　　　102,765円（内繰越充当分　102,765円）
　　・需用費　 　 　238,001円（内繰越充当分　40,917円）
　　・郵送料　 　　 258,122円（内繰越充当分　181,128円）
　　・手数料 　  　　85,161円（内繰越充当分　46,028円）
　　・委託料　　　1,466,300円
②検証
　　エネルギー、食料品価格等の物価高騰に伴う低所得世帯への支援として必要な給付金を支給した。
③目標達成率
　・給付対象者　1,270人
　・給付率100％
　・支給額26,250千円


